
契 　　約 　　書（案)

	  １ 借入件名
	令和７年度貝塚市基幹系システム設備等賃貸借契約

	  ２ 納品場所
	貝塚市の指定する場所

	３ 納期限
	　令和７年６月30日まで

	４賃貸借期間
	令和７年８月１日から
令和12年７月31日まで

	  ５ 月額賃貸借料
	
	
	
	 百万


	
	
	   千


	
	
	   円



	
	 うち取引に係る
       消費税額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(注)「取引に係る消費税及び地方税の額」は、消費税法第28条第１項及び第29条並びに地方

税法第72条の82及び第72条の83の規定により算出したもので､賃貸借料に110分の10を
乗じて得た額である。

	　６ 契約保証金
	  貝塚市契約規則第24条第１項第２号により免除とする。


上記の業務について、貝塚市（以下「甲」という。）と〇○○（以下「乙」という。）は次の条項によって公正な契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。

（契約の要項）　　
第１条　甲は、乙からその所有する機器等を借り受けることを目的とする。
（総　則）　　
第２条　甲及び乙は、この契約書（仕様書を含む。以下同じ。）に基づき、日本国の法令を遵守し、この契約を誠実に履行しなければならない。
２　甲は、乙と協議のうえ賃貸借物件の設置場所を定め、善良なる管理者の注意義務をもって賃貸借物件を使用管理するものとする。
（賃貸借料総額及び年度別内訳等）
第３条　賃貸借料総額及び年度別内訳は、次のとおりとする。

（賃貸借料総額）　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円

（消費税及び地方消費税額を含む。）

（年度別内訳）

令和７年度（令和７年８月１日から令和８年３月31日まで）

年度額　　　金　　　　　　　　円

（消費税及び地方消費税額を含む。）


令和８年度（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで）
年度額　　　金　　　　　　　　円

（消費税及び地方消費税額を含む。）

令和９年度（令和９年４月１日から令和10年３月31日まで）
年度額　　　金　　　　　　　　円

（消費税及び地方消費税額を含む。）

令和10年度（令和10年４月１日から令和11年３月31日まで）
年度額　　　金　　　　　　　　円

（消費税及び地方消費税額を含む。）

令和11年度（令和11年４月１日から令和12年３月31日まで）
年度額　　　金　　　　　　　　円

（消費税及び地方消費税額を含む。）

令和12年度（令和12年４月１日から令和12年７月31日まで）

年度額　　　金　　　　　　　　円
（消費税及び地方消費税額を含む。）
２　機器の月額の賃貸借料は、頭書に定める月額の金額とする。ただし、契約期間に１ヵ月未満の端数が生じたときは、その月の賃貸借料は、日割計算によって算定するものとする。（１円未満の端数が生じたときは、切り捨てるものとする。）
（月額賃貸借料の支払）
第４条　乙は、毎月末日をもって、甲に月額賃貸借料の支払いを請求することができる。

２　甲は、前項の規定による、乙からの適正な請求書を受理した日から起算して30 日以内に月額賃貸借料を乙に支払わなければならない。
３　甲は自己の責めに帰すべき事由により前項の規定による月額賃貸借料の支払が遅れたときは、当該未支払金額につき、遅延日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項に規定する財務大臣が定める率を乗じて算定した額を遅延利息として、乙に支払わなければならない。
（機器の納品）
第５条　乙は、頭書きに定める納期限までに、甲の指定する場所に機器を納品し、正常な状態で使用できるようにした後、甲の検査を受けるものとする。これに要する費用はすべて乙において負担するものとする。

２　乙は、甲の検査に合格することができないことが明らかになったときは、甲に対して遅滞なくその理由を付した書面により期限の延長を求め、甲の承認を得なければならない。
３　乙は、前項の場合において、その理由が乙の責めに帰するものであるときは、賃貸借料につきその延長日数に応じ、国の債権の管理等に関する法律施行令（昭和３１年政令第３３７号）第２９条第１項に規定する財務大臣が定める率を乗じて得た額の遅滞料を甲に支払わなければならない。
（機器の保守等）
第６条 乙は、甲が行う機器の保守にかかるメーカーサポート窓口の照会及び修理等に
伴う物品の調達等について協力義務を負うものとする。

（機器の追加及び改造）
第７条　甲は、仕様書に記載されているものを除き、機器に他の付属物を追加する必要が生じたとき、又は機器を改造する必要が生じたときは、あらかじめ文書をもって乙の承諾を得るものとする。この場合において、これに要する費用については、甲が負担するものとする。
（無償譲渡）
第８条　乙は賃貸借期間が満了したときは、当該機器を甲に無償譲渡するものとする。
（暴力団員等の排除）
第９条　甲は、貝塚市暴力団排除条例（平成24年貝塚市条例第23号。以下「条例」という。）第７条に規定する元請負人及び下請負人等が、条例第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者と認められる場合にあっては、条例第８条第６号の規定に基づき、この契約を解除するものとする。
（契約の解除）
第10条　甲は、乙の責めに帰すべき理由により履行期限内に契約を履行しないとき、又　は履行する見込みがないと認められるときは、この契約を解除することができる。

２　甲は、前項の場合において、この契約が契約保証金を免除したものであるときは、契約金額の100分の５に相当する違約金を徴収するものとする。
３　甲がこの契約を締結した翌会計年度以降において、歳出予算計上を適正に行った上で、この契約にかかる予算が削減又は減額された場合には、この契約を解除することができる。この場合においては、契約を解除する日の１ヵ月前までに乙に通知するものとする。
４　前項により契約を解除した場合には、甲は乙に対して、残りの履行期間にかかる実損失額を支払うものとする。
  （契約に定めのない事項） 
第11条　この契約に定めない事項については、必要に応じて甲乙協議してこれを定めるものとする。
（個人情報の保護）

第12条　乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及びその他法令に定めるもののほか、業務を処理するための個人情報の取り扱いについては、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。
　この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各自１通を保有する。

                                        　　　   令和　　年　　月　　日
         　　　　甲　　住　所　　貝塚市畠中１丁目１７番１号
　　　 　　　　　　　　氏　名　　貝塚市
　　　　　　　　　　　　　　　　 貝塚市長　酒井　了
        　　　　 乙    住  所  　
                       氏  名　　
別記「個人情報取扱特記事項」
（基本事項）

第１条　この契約により、貝塚市（以下「甲」という。）から事務の委託を受けた者（以下「乙」という。）は、この契約による事務を処理するに当たり、個人情報を取り扱う際には、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのないようにしなければならない。
（秘密の保持）

第２条　乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。

２　乙は、この契約による事務に従事する者に対し、在職中及び退職後においても、この契約による事務に係る個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことその他個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。

３　前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（厳重な保管及び搬送）
第３条　乙は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、改ざん、滅失、毀損その他の事故を防止するため、個人情報の厳重な保管及び搬送に努めなければならない。
（再委託の禁止）

第４条　乙は、甲の承諾があるときを除き、この契約による個人情報の処理を自ら行うものとし、第三者（再委託先が委託先の子会社である場合を含む。）にその処理を委託してはならない。
（委託目的以外の利用等の禁止）

第５条　乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に係る個人情報を当該事務の処理以外の目的に使用し、又は第三者に提供してはならない。

（複写及び複製の禁止）

第６条　乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に係る個人情報を複写し、又は複製してはならない。
　（安全管理措置）
第７条　乙は、この契約に基づく業務に係る個人情報の漏えい、滅失、毀損の防止その他の個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。
（作業場所の特定及び管理体制の確保）

第８条　乙は、委託業務で個人情報を取り扱うときには、あらかじめ特定した作業場所において漏えい、滅失、毀損のないよう必要な措置を講じ厳重に取り扱うものとする。

２　乙は、委託業務に従事する自己の従業員等が個人情報を前項の作業場所の外に持ち出すときは、事前の書面により甲の承諾を得なければならない。

（事故発生時の報告義務）

第９条　乙は、個人情報の漏えい、滅失、毀損その他この個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがあることを知ったときは、速やかに、甲に報告し、その指示に従わなければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。

（個人情報の返還又は処分）

第10条　乙は、この契約が終了し、又は解除されたときは、この契約による事務に係る個人情報を速やかに甲に返還し、又は漏えいしない方法で確実に処分しなければならない。

（違反した場合の契約解除及び損害賠償）

第11条　甲は、乙が法令、契約又はこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたときは、契約の解除及び損害賠償の請求をすることができるものとする。

（遵守状況に関する報告等）

第12条　乙は、甲から契約内容の遵守状況に関する報告の指示及び個人情報の取扱状況を把握するための検査等への協力の要請があったときは、これらに応じなければならない。
（その他）

第13条　乙は、前各条に掲げるもののほか、個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。
